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第２節 疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療体制の構築

１ 疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療体制の構築

○医療提供体制の整備に当たっては、県民がいつでもどこでも必要な医療を受けられる

体制を整備することが重要ですが、限られた医療資源を有効に活用していくためには、

効果や効率性・公平性のバランスに配慮しつつ、県民や医療関係者の合意を得て、医療

機能の分化・連携を推進する必要があります。

○このため、がん、脳卒中等の６疾病、救急医療、周産期医療等の６事業及び在宅医療に

ついて必要となる医療機能を明確化し、地域の医療機関がどのような役割を担うかを

明らかにしながら、各圏域における医療連携体制の構築を推進します。

表４－３ 疾病又は事業及び在宅医療

２ 疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療体制・施策の方向性

○静岡県保健医療計画に記載した各疾病等の医療体制における医療機能の説明、体制図

及び施策の方向性について、医療費適正化の観点を踏まえ抜粋した主要な内容は次の

とおりです。

○各疾病等にかかる医療連携体制の詳細及び各医療機能を担う医療機関は、静岡県保健

医療計画に記載しています。

６疾病 がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、肝疾患、精神疾患

６事業 救急医療、災害時における医療、新興感染症の発生・まん延時医療、

へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。）

在宅医療 在宅医療
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(1) がん

対策のポイント

○精度管理されたがん検診の実施と受診促進

○がん患者一人ひとりに応じた治療と支援の推進

○住み慣れた地域でのがん患者療養支援機能の充実

施策の方向性

ア がんの予防・がんの早期発見

○喫煙が及ぼす健康への影響などに関する正しい知識の一層の啓発。

○公共的な施設、飲食店や職場等の受動喫煙防止対策を強化。

○市町や企業と連携し、受診勧奨・再勧奨、受診機会のない者への啓発、がん検診と

特定健診の同時実施や休日検診の実施等による受診者の利便性の向上。

○がん検診従事者を対象とした各種講習会や研修会の開催により、検診従事者の資質

向上を図るなど、がん検診の精度の向上を推進。

イ がん患者一人ひとりに応じた治療と支援の推進

○がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院、小児がん拠点病院、静岡県地域がん診

療連携推進病院及びがん相談支援センター設置病院（以下「拠点病院等」という。）

における医療の質の向上と均てん化及び医療機関間の連携強化。

○拠点病院等が継続して指定要件を充足できるよう支援。

○高齢のがん患者一人ひとりの状況に応じた適切ながん診療を提供できるよう治療

のあり方について検討し、医療機関に働き掛けを実施。

○高齢者であっても比較的安全に手術が受けられる低侵襲医療を推進するため、県内

の拠点病院等における低侵襲医療体制の整備を支援。

○拠点病院等のアピアランスケアの実状を把握し、アピアランスケアの普及及び県内

の連携体制の構築を推進。

ウ がん患者療養支援機能の充実

○県医師会及び県立静岡がんセンター等関係機関と連携し、地域の医療機関、薬局、

訪問看護ステーション、介護サービス事業者等による在宅チーム医療の充実や在宅

医療従事者の育成などを進め、県内の在宅医療体制を強化。

○緩和ケア研修会を通じた緩和ケアチーム等の体制整備や質の向上。

○拠点病院等の病棟や外来における緩和ケア及び地域の在宅緩和ケアの実施状況を

把握し、緩和ケアの地域連携クリティカルパス等を検討。

○適切に治療や生活等に関する選択ができるよう、科学的根拠に基づく情報を迅速に

提供するほか、地域の医療資源や医療制度・福祉制度等の情報を提供。

○地域の公民館や図書館等の身近な施設で、がん診療体制や医学的に正しいがん治療

法等の情報を容易に得られる仕組みづくりを推進。

○医療者、雇用主等の事業者、両立支援コーディネーターの３者による支援（トライ

アングル型サポート体制）の円滑な実施。
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表４－４ 「がん」の医療体制に求められる医療機能

図４－５ 「がん」の医療体制図

がんの医療体制図

時間の流れ

○ 精密検査の実施

○ 患者の意思を尊重した終末期医療の実施
○ 訪問看護ステーションや介護、福祉サービス等と
　　連携した、在宅等の生活の場での療養支援
○ 希望する患者に対する看取り
○ 緩和ケアの実施（医療用麻薬の提供を含む。）○がん検診の実施

 　 

○禁煙指導
　
　

病院、診療所等

○ 精密検査と確定診断の実施
○ 手術又は薬物療法の実施
○ 治療の初期段階からの緩和
　ケアの実施

標準的治療

予防・早期発見

在宅緩和ケア

初期診断

病院、診療所等

発見・発症

○ 定期的な検査の実施

病院、診療所等

治療後のフォローアップ

○ 精密検査と確定診断の実施
○ 手術療法、薬物療法及び
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予防・早期発見 がん診療機能 在宅療養支援機能

ポ
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ト

○ 喫煙対策やがんと関連す
るウイルスの感染予防などに
よるがんリスクの低減

○ 科学的根拠に基づくがん
検診の実施やがん検診の精
度管理・事業評価の実施によ
る、がん検診受診率の向上

○ 精密検査や確定診断の実施

○ 患者の状態やがんの病態に応じて、診療ガイドラインに準拠した手術療法、
放射線療法及び薬物療法等や、これらを組み合わせた集学的治療を実施

○ がんと診断された時からの緩和ケアの実施

○ がん治療の合併症の予防や軽減

○ 治療後のフォローアップ

○ 多職種でのチーム医療の実施

○ 周術期や薬物療法、放射線治療における口腔管理

○　がん患者やその家族の意向を踏
まえ、在宅等の生活の場での療養を
選択できるようにする

○ 在宅緩和ケアの実施（医療用麻薬
の提供を含む）

機
能
の
説
明

・ 病院、診療所、市町等によ
る禁煙指導、禁煙治療や喫
煙対策

・ 全国がん登録等の情報の
利用によるがんの現状把握

・ 市町による科学的根拠に
基づくがん検診の実施と受診
勧奨

・ 要精検者が確実に医療機
関を受診するように連携体制
を構築

・ 血液検査、画像検査（エックス線検査、CT、MRI、核医学検査、超音波検査、
内視鏡）及び病理検査等実施

・ 病理診断や画像診断等の実施

・ 患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法、薬物療法等を
複数組み合わせて行う集学的治療の実施

・がんと診断時から患者とその家族等に対する全人的な緩和ケアの実施

（以下は、がん拠点病院の対応）

・ キャンサーボードの設置、月1回以上の開催

・ がんゲノム医療等の高度かつ専門的な医療等については、地域における役
割分担等を踏まえつつ、必要に応じて他の医療機関と連携し実施すること

・患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある
医師の意見を求めることができるセカンドオピニオンの実施

・ 相談支援の体制を確保し、情報の収集・発信、患者・家族の交流の支援等を
実施（小児・AYA世代のがん、希少がん、難治性がん等に関する情報を含む）。

・ 仕事と治療の両立支援や就職支援、がん経験者の就労継続支援取組をが
ん患者に提供できるよう周知

・ がんと診断された時から患者とその家族等に対して全人的な緩和ケアを実施
するために必要な緩和ケアチームや外来での緩和ケア提供体制等を整備

・がん治療の合併症予防や軽減を図るため、周術期の口腔管理を実施する病
院内の歯科や歯科医療機関と連携

・地域連携支援の体制を確保するため、病院間の役割分担を進めるとともに、
研修、カンファレンス、診療支援、地域連携クリティカルパス等の活用や、急変
時の対応も含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有している医療
機関等との連携

・ 院内がん登録の実施

・ 24時間対応が可能な在宅医療の提
供

・ がん疼痛等に対する緩和ケアの実
施

・ 看取りを含めた人生の最終段階に
おけるケアを24時間体制で提供

・ がん診療機能を有する医療機関等
と、診療情報や治療計画を共有する
などして連携（地域連携クリティカルパ
スを含む）

・ 医療用麻薬の提供

がんの医療体制に求められる医療機能
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(2) 脳卒中

対策のポイント

○脳卒中の危険因子（高血圧症、脂質異常症、糖尿病、不整脈（心房細動）、喫煙等）、

初期症状及び介護予防の啓発、危険因子の治療と生活習慣指導等の推進

○発症後の早期治療、各病期を担う医療・介護関係者間連携の推進

○発症早期から患者の状態に応じた集学的リハビリテーションの推進

施策の方向性

ア 予防・啓発

○生活習慣改善や特定健診・保健指導の推進により、高血圧症、糖尿病、脂質異常症

等の生活習慣病の発症予防や重症化予防を推進。

○県医師会等の関係団体と連携し、かかりつけ医での定期受診によって高血圧症の降

圧療法をはじめ、糖尿病、脂質異常症、慢性腎臓病等の継続治療の徹底を推進。

イ 救護

○「FAST」などを活用した脳卒中の初期症状に気付くための啓発を行うとともに、脳

卒中の発症時の対応に関する情報提供を推進。

ウ 急性期

○発症 4.5 時間以内の脳梗塞治療開始のため、脳卒中急性期診療体制のネットワーク

構築や地域の実情を踏まえた病院間搬送体制の構築、標準的治療（発症から 4.5 時

間以内の t-PA 療法、血栓回収療法等）の普及を推進。

○適切な経口摂取及び誤嚥性肺炎の予防のため、病院内歯科や歯科診療所等の多職種

連携で、口腔機能維持・改善、口腔ケアの実施体制を充実。

エ 回復期

○急性期、回復期、維持期・生活期の医療機関等が、診療情報やリハビリテーション

を含む治療計画等を共有し、治療を連携して実施する体制づくりを推進。

オ 維持期・生活期

○在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、かかりつけ薬局等の充実により、在

宅又は介護施設での訪問診療や生活機能の維持・向上のための訪問リハビリテーシ

ョンを実施し、医療介護連携体制を整備して、日常生活の継続を支援。

○住み慣れた地域で脳卒中の各病期の治療を総合的に切れ目なく受けられるよう、医

療機関等の機能分担及び連携、更には介護施設との連携を推進。

カ 再発・重症化予防

○発症早期から患者及びその家族に、医師をはじめとする多職種チームが、脳卒中に

関する現在の状態に応じた再発予防、今後のリハビリテーション、ライフスタイル、

介護方法、利用可能な福祉資源等の情報提供を行う体制整備を推進。

○再発予防のために、身近なかかりつけ医が行う基礎疾患の治療及び危険因子の管理

の継続や、かかりつけ歯科医が行う口腔ケアによる誤嚥性肺炎の予防を推進。
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表４－５ 「脳卒中」の医療体制に求められる医療機能

図４－６ 「脳卒中」の医療体制図
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(3) 心筋梗塞等の心血管疾患

対策のポイント

○心血管疾患の危険因子（高血圧症、脂質異常症、糖尿病、喫煙等）の啓発、危険因

子の治療と生活習慣指導等の推進

○発症後の早期治療、各病期を担う医療・介護関係者間連携の推進

○患者の状態に応じた、切れ目のないリハビリテーションの推進

施策の方向性

ア 予防・啓発

○生活習慣改善や特定健診・保健指導の推進により、高血圧症、脂質異常症等の生活

習慣病の発症予防や重症化予防を推進。

○県医師会等の関係団体と連携し、かかりつけ医での定期受診によって高血圧症の降

圧療法をはじめ、糖尿病、脂質異常症、慢性腎臓病等の継続治療の徹底を推進。

イ 救護

○急性心筋梗塞等を疑うような症状出現時の速やかな救急要請や、自動体外式除細動

器（AED）による電気的除細動の実施に向けて、県民への普及啓発を更に推進。

ウ 急性期

○県内どの地域でも 24 時間体制で発症後速やかに急性心筋梗塞等の治療が開始でき

るように、救急医療体制を整備・充実。

○今後入院の増加が予測されている高齢心不全患者は、合併症が起こりやすく入院が

長期化することが多いため、院内の内科系医師全体で診療し、必要時に循環器内科

で専門的な治療や検査を施行するような体制づくりを検討。また、院内歯科との連

携を推進。

エ 回復期

○急性期、回復期、維持期・生活期の医療機関等が、診療情報やリハビリテーション

を含む治療計画等を共有し、治療を連携して実施する体制づくりを推進。

オ 維持期・生活期

○在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、かかりつけ薬局等の充実により、在

宅又は介護施設での訪問診療や生活機能の維持・向上のための訪問リハビリテーシ

ョンを実施し、医療介護連携体制を整備して、日常生活の継続を支援。

○住み慣れた地域で急性心筋梗塞等の各病期の治療を総合的に切れ目なく受けられる

よう、医療機関等の機能分担及び連携、更には介護施設との連携を推進。

カ 再発・重症化予防

○発症早期から患者及びその家族に、医師をはじめとする多職種チームが急性心筋梗

塞及び大動脈瘤・解離に関する現在の状態から再発予防、今後のリハビリテーショ

ン、ライフスタイル等の情報提供を行う体制を推進。

○動脈硬化は、う歯や歯周病との関連性があるため、心筋梗塞の予防・再発防止のた

めにもかかりつけ歯科医への定期受診を勧奨。
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表４－６ 「心筋梗塞等の心血管疾患」の医療体制に求められる医療機能

図４－７ 「心筋梗塞等の心血管疾患」の医療体制図
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(4) 糖尿病

対策のポイント

○糖尿病に関する正しい知識の普及啓発

○糖尿病の早期発見のための特定健診と適切な治療及び静岡県糖尿病性腎症重症化予

防プログラムを活用した重症化予防のための保健指導の推進

○初期・安定期治療、専門的治療、急性合併症治療及び慢性合併症治療を行う医療機関の連携推進

施策の方向性

ア 発症・合併症予防

○糖尿病の発症予防に向けた適切な生活習慣の知識を普及啓発、保険者等と協力して

特定健診の受診を促進、学校教育の場でも生活習慣病予防を啓発。

○特定健診受診者の検査結果、生活習慣等のデータを分析し、地域や保険者ごとの特

性を県民に分かりやすく伝え、生活習慣改善の動機付けとなるように支援。

○特定健診の結果に基づき、適切な受診勧奨や食事指導等の生活習慣改善のための保

健指導ができるよう、保険者等に研修実施や必要な助言支援等を実施。

○糖尿病網膜症及び糖尿病性腎症の早期発見のため、かかりつけ医は定期的に慢性合

併症の検査を実施。

○歯周病治療が糖尿病発症予防に有効であることの啓発や、歯科医とかかりつけ医と

の治療相談等の連携を促進。

イ 初期・安定期の治療

○糖尿病の早期・確実な診断に向けて、特定健診結果に基づく適切な受診勧奨の推進。

○かかりつけ医は良好な血糖コントロールを目指した治療を継続し、急性増悪時や糖

尿病網膜症、糖尿病性腎症等合併症の定期受診時には専門医療機関を紹介。

○かかりつけ医、地域の医療関係者は、受診が途切れないよう働き掛けを実施。

ウ 専門的治療・急性合併症治療、慢性合併症治療

○初期・安定期治療を行う医療機関と専門的治療を行う医療機関等との医療連携体制

の整備、医療機関間での患者情報や治療計画の共有を推進。

○高齢者糖尿病において、在宅医療や訪問看護、介護サービス等を行う事業者等と医

療機関との連携を推進。

○静岡県糖尿病性腎症重症化予防プログラムを活用し、重症化予防を推進。

エ 他疾患治療中の血糖管理

○医療機関において関係する診療ガイドラインに準じた診療が行われるよう、糖尿病

患者に対して適切な血糖値管理を行うための体制整備を推進。

オ 地域との連携

○医療従事者が、地域での健康づくりや生活習慣病予防の活動に協力する機会を増加。

○地域の関係団体と連携しつつ、糖尿病の発症予防、重症化予防を行う市町、保険者

等と診療所（かかりつけ医）、歯科診療所、薬局等と専門医療機関との情報共有や連

携協力体制の構築を推進。
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表４－７ 「糖尿病」の医療体制に求められる医療機能

図４－８ 「糖尿病」の医療体制図
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(5) 肝疾患

対策のポイント

○ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及と新規感染予防の推進

○肝炎ウイルス検査の受検勧奨と検査陽性者に対する受診勧奨の推進

○肝炎医療を提供する体制の確保と患者や家族等に対する支援の充実

○Ｃ型ウイルス性肝炎治療後のフォローアップの推進

○非ウイルス性肝疾患対策の取組の推進

施策の方向性

ア ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及と新規感染予防の推進

○ウイルス性肝炎の病態や感染経路等に関する県民の理解を深め、ウイルス性肝炎に

関する偏見や差別を解消、新規の感染を予防。

○１歳に至るまでの者へのＢ型肝炎ワクチンの定期接種の勧奨、中学・高校生におけ

る思春期講座等の機会を活用した感染予防知識の普及による新規の感染を予防。

○職域における普及啓発活動として、雇用主・従業員に対する知識を普及啓発。

イ 肝炎ウイルス検査の受検勧奨と検査陽性者に対する受診勧奨

○県民が生涯に一度は肝炎ウイルス検査を受検するよう勧奨するとともに、検査陽性

者の定期的・継続的な受診に向けたフォローアップを実施。

○全国健康保険協会静岡支部と締結した肝炎対策に関する協定を他の健康保険組合等

への拡大し、肝炎医療コーディネーターと連携し、職域における肝炎ウイルス検査

の受検勧奨と検査陽性者に対する受診勧奨を推進。

ウ 肝疾患医療を提供する体制の確保

○肝疾患患者等が身近な医療機関等で適切な医療を継続して受けられるよう、静岡県

肝疾患診療連携拠点病院、地域肝疾患診療連携拠点病院、かかりつけ医の連携体制

を確保。

○「肝臓病手帳」の周知・普及、手帳を活用した肝疾患かかりつけ医と地域肝疾患診

療連携拠点病院の連携促進による肝炎医療連携体制の拡充。

○肝炎医療コーディネーターの養成研修や技能向上のための継続的な研修会・情報交

換会の開催による人材育成。

エ ウイルス性肝炎患者等及びその家族に対する支援の充実

○ウイルス性肝炎患者の家族のために、保健所において相談会や交流会を開催。

○肝炎医療コーディネーターによる肝疾患相談・支援センターにおける相談支援の充

実、仕事と治療の両立支援の実施。

オ 脂肪肝等の予防啓発と ALT 高値者に対する受診勧奨及び相談支援や情報提供

○脂肪肝等の非ウイルス性肝疾患の原因や病態に関して普及啓発し、新規のり患を予防。

○早期発見のため、定期健診等において医療機関の受診が必要とされた場合に精密検

査や治療の必要性が十分に検討されるよう、市町等と連携して医療提供体制を構築。
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表４－８ 「肝疾患」の医療体制に求められる医療機能

図４－９ 「肝疾患」の医療体制図
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(6) 精神疾患

対策のポイント

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

○多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築

○隔離・身体的拘束の最小化

施策の方向性

ア 精神疾患に関する普及啓発・相談支援

○精神疾患の発生予防、早期・適切な医療提供のため、精神保健福祉センター、健康

福祉センター、市町等の関係団体が連携して、精神疾患に関する知識の啓発を推進。

○精神保健福祉センターや保健所で、精神保健福祉に関する電話相談や対面での相談

会を実施、精神科医療機関や地域援助事業者、市町などと連携し、医療機関や相談

機関を紹介するなど早期治療や早期介入に向けた相談支援の体制づくりを推進。

○保健所や精神保健福祉センターが、市町に対する技術的な支援を行い、市町を含む

相談支援体制の充実を図る。

イ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（地域移行・地域定着の推進）

○多職種チームによる退院支援等の取組や、障害福祉サービス事業所等と市町の協力

体制を強化し、精神障害のある人の早期退院や社会復帰の支援体制の整備を促進。

○急性増悪時には、精神科病院や診療所、訪問看護事業所等と連携して、訪問診療や

訪問看護など、身近な地域で医療や福祉サービスを受けやすい体制の整備を促進。

ウ 多様な疾患ごとの医療連携体制の構築

○多様化する精神疾患ごとに県内の拠点医療機関を明確にし、地域医療連携体制を構

築。

エ 精神科救急体制・身体合併症

○24 時間 365 日対応できる精神科救急医療システムの整備、精神医療相談窓口の設置。

○身体合併症の入院治療を必要とした場合に総合病院等において精神科医と精神科以

外の医師が診療情報や治療計画を共有し診療に対応する体制を構築。

オ 自殺対策

○「いのちを支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画」に基づく県・市町一体の

自殺対策の実施、地域における相談体制の充実。ゲートキーパーの養成等の推進。

○自殺未遂者に対する、良質かつ適切な治療を実施する地域医療連携体制を構築。

カ 災害時及び新興感染症発生・まん延時における精神医療

○災害時に安定した精神医療を提供できる体制を確保するため、訓練・研修等を通じ

て、災害拠点精神科病院、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及びその他関係機関との連携強化。

キ 医療観察法における対象者への医療

○県立こころの医療センターや指定通院医療機関等と協働した地域処遇体制確立。

ク 隔離・身体的拘束の最小化

○隔離・身体的拘束など行動制限を行う際には、特に患者の人権に配慮することが求

められるため、法令に基づく実地指導等を通じて行動制限基準（国告示）の遵守徹

底を図るほか、実践事例を共有するなど、行動制限の最小化に向けた取組を支援。



50

表４－９ 「精神疾患」の医療体制に求められる医療機能

図４－10 「精神疾患」の医療体制図
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○ 一般 科 入院 治 療と精 神 科治 療 を実 施

病院 　

身体合併症治療

○社会復帰支援
　・精 神科 医 療機 関

　・社 会 復帰 施 設職 員

　・協 力 企業

　・家 族 、行 政職 員 等

社会復帰・就労支援

　　　 　

○チームによる退院支援
・地 域移 行 支援 員

・精 神科 病 院（ 医師・精神保健福祉士
  作業療法士、看護師等）

・相 談支 援 事業 所 職員

・家 族、 行政 職 員等 　

退院支援
障害福祉
サービス
事業所

介護保険
サービス
事業所

搬送・受診

受診

転院

転院時連携
医療機 関名は
ホーム ページ参照

精神疾患の医療体制図
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(7) 救急医療

対策のポイント

○重症度・緊急度に応じた救急医療の提供

○適切な病院前救護活動と搬送体制の確立

施策の方向性

ア 救急搬送

○傷病者搬送・受入れの実施状況を各地域のメディカルコントロール協議会により毎

年検証、受入医療機関と消防機関との円滑な連携体制の推進。

○「救急の日」「救急医療週間」等を通じて、救急自動車の適正利用について市町と連

携して県民に周知し消防機関の負担を軽減。

イ 救急医療体制

(ア) 初期救急医療

○市町が保健所、地域の医師会と連携して、在宅当番医制から急患センター方式への

転換や、急患センターの既存施設の建替えや機能拡充を図り、診療時間の空白の解

消や持続可能な体制確保に向けた取組を推進。

○休日・夜間等に処方箋が交付された場合において、地域連携薬局を中心に調剤体制を推進。

(イ) 第２次救急医療（入院救急医療）

○市町が地域の関係機関と協力して体制の確保・充実。市町と連携した必要な施設・

設備の整備、拡充。

○増加が見込まれる高齢者患者対応をはじめ、輪番制による地域内の病院間の役割分

担の明確化や ICT 等による連携の強化を図るなど、地域の実情に応じ、第２次救急

医療体制の継続的確保に向けた取組を推進。

(ウ) 第３次救急医療（救命医療）

○各救命救急センターにおける、急性期を脱した患者を一般病棟へ円滑に転棟するた

めの体制整備への支援を検討。

(エ) ドクターヘリ・ドクターカー

○搬送事案の事後検証などによる救急隊員等の資質向上、適切なドクターヘリ要請により、

119番通報から診療着手までの時間のより一層の短縮。安全かつ安定的な運航の支援。

○ドクターカーの運用状況を把握するとともに、国が示すマニュアル等を基に、救急

医療体制の一部に位置づけることの有効性や、より効率的な活用方法を検討。

(オ) 救急医療を担う人材の確保・働き方改革

○各救命救急センターが、救急医療に関する臨床教育の場として医師等を育成。

○「静岡県専門医研修ネットワークプログラム」等による救急医療を担う人材の育成。

○認定看護師等の育成にかかる関係機関等の体系的な研修実施・参加促進。

ウ 病院前救護活動

○救急救命士への講習・実習の継続的な実施による、救急救命士の資質の向上。

エ 住民の受療行動

○救急の日や救急医療週間の地域啓発活動による適切な受療行動等への理解促進。

○「救急安心センター事業（＃７１１９）」の整備等により、適切な医療機関の受診や

救急車の利用に関する助言等ができる相談体制の充実・強化。

オ 新興感染症の発生・まん延時における救急医療

○救急外来の需要が急増した際にも、通常の救急医療と両立できるような体制の構築を検討。
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表４－10 「救急医療」の医療体制に求められる医療機能

図４－11 「救急医療」の医療体制図

救護 初期救急医療
入院救急医療

（第２次救急医療）

救命救急医療

（第３次救急医療）
慢性期医療

ポ
イ
ン
ト

○適切な病院前救護活

動の実施

○外来治療を実施 ○高齢者救急をはじめ

初期診察や入院治

療を実施

○他の医療機関では対応で

きない重篤な患者の治療

○在宅療養を望む患者

に対しての退院支援

○合併症、後遺症のあ

る患者に対しての慢

性期医療の提供

機
能
の
説
明

・住民等による速やかな

搬送要請、適切な医療

機関受診、AED 等によ

る応急手当の実施

・消防機関における救急

救命士等の適切な活動

の実施、適切な搬送方

法の選択と適切な医療

機関への搬送

・メディカルコントロール

協議会によるプロトコー

ルの策定、改訂、検証、

救急救命士への再教

育、救急搬送・受入基

準の調整

【休日夜間急患セン

ター、在宅当番医】

・主として外来におけ

る救急医療を実施

・入院救急医療や救

命医療を行う医療

機関との連携

【薬局】

・地域における休日・

夜間の急病患者の

処方箋調剤を実施

【病院群輪番制病院】

・初期救急の後方病院

として、休日・夜間に

入院医療を必要とす

る重症患者の受入れ

【救命救急センター】

・高度な医療施設とスタッフを

備え、24 時間体制で脳卒

中、心筋梗塞、頭部損傷な

どの重篤救急患者の治療を

実施

【高度救命救急センター】

・広範囲熱傷等の高度専門

的救急医療に対応

【ドクターヘリ・ドクターカー】

・重症患者の救命率向上や

後遺症軽減のため救急専

門医を現場に急行させ救命

救急処置を実施

・気管切開等のある患

者の受入れ

・遷延性意識障害等を

有する患者の受入れ

・精神疾患を合併する

患者の受入れ

・地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた居

宅介護サービスの調

整

【救急告示病院、診療所】

・病院群輪番制病院以外での救急

医療に協力し、救急患者の入院を

受入れ
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(8) 災害時における医療

対策のポイント

○災害超急性期（発災後 48 時間以内）において必要な医療が確保される体制

○災害急性期（３日～１週間）において円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制

○超急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制

施策の方向性

ア 医療救護施設

○病院の機能や地域における役割に応じた医療提供体制を整備するため、地域の実情

に応じて災害拠点病院の指定を積極的に推進し、施設耐震化やライフライン確保等

の施設・設備面での整備を継続して推進。

○市町や医師会等との協定締結により、救護所の医療人材確保や医薬品等確保を推進。

○災害精神医療においては、災害拠点精神科病院を中心として、地域医療連携体制を構築。

イ 災害時の情報把握

○防災情報システムによる、医療救護施設と行政間の迅速な情報伝達や情報共有、医

療救護に係る支援要請等に対する連絡・処理体制を充実。

ウ 広域医療搬送

○関係機関の連携による広域医療搬送訓練の実施、搬送体制の検証と習熟。

○ヘリポートの確保、ドクターヘリの運航管理体制の整備、県庁やＳＣＵへの専門人

材配置、地域医療搬送を円滑に実施するため消防との連携体制確保。

エ 広域受援

○平時から保健医療圏単位等で医療関係者によるネットワークを構築、災害時に保健

医療福祉調整本部を設置。

○県ＤＭＡＴ調整本部及びＤＰＡＴ調整本部の機能強化。

○妊婦や乳幼児にかかる医療機関との調整を行う災害時小児周産期リエゾンの養成。

オ 応援派遣

○ＤＭＡＴ連絡協議会等を中心とした、平時から関係団体との連携体制の構築。

カ 医薬品等の確保・供給

○災害薬事コーディネーターによる地域の医療ニーズを踏まえた医薬品等の確保・供

給や薬剤師の配置体制及び市町、医薬品卸業者等との連携等の強化。

キ 災害時の健康管理

○ＪＭＡＴや歯科医師（ＪＤＡＴなど）、保健師等の連携体制整備により、被災者に対

する感染症のまん延防止、衛生指導、口腔ケア、メンタルヘルスケア等、災害時の

健康管理体制を強化。

ク 原子力災害への対応

○原子力災害拠点病院等の医療機関や医師会、消防等の関係機関と連携し、医療に必

要な資機材・設備の整備や、医療関係者に対する研修・訓練の実施等、原子力災害

医療体制の整備。

○ＰＡＺ圏内の住民への安定ヨウ素剤の事前配布を継続的に実施。

ケ その他

○関係団体との協力の下に、トリアージ等の災害医療技術の研修の実施。
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表４－11 「災害時における医療」の医療体制に求められる医療機能

図４－12 「災害時における医療」の医療体制図

　

医　療　救　護

医薬品等供給 健康管理医療救護施設

広域 医 療搬 送 広域受援 応援派遣

【救護所】 【救護 病 院 】 【 災害 拠 点病 院 】
【災 害拠 点 精神

科病 院 】

ポ
イ
ン
ト

○軽症患者

の受入れ

○中等症・重

症患者の受
入れ
○重症患者
の災害拠点
病院への搬

送及び広域
医療搬送へ
の対応
○業務継続
計画等に基

づく診療機能
の早期回復

○重症患者の受

入れ
○ＤＭＡＴ等医療チ
ーム受入れ
○広域医療搬送
への対応

○ＤＭＡＴ派遣

○業務継続計画に

基づく診療機能の
早期回復

○精神疾患患者

の受入れ
○広域搬送のた
めの一時的避難
所
○ＤPＡＴ受入れ

○ＤPＡＴ派遣

○業務継続計画

に基づく診療機
能の早期回復

○県内で対応で

きない重症患者
の航空機による
広域医療搬送
○ＳＣＵへの重
症患者受入れ、

安定化措置、広
域医療搬送　

○ＳＣＵ、災害拠

点病院等へのＤ
ＭＡＴ受入れ
○救護所、避難
所等への日赤、
ＪＭＡＴ、各都道

府県等医療チー
ム等の受入れ　

○県内局地災害発

生時のＤＭＡＴ、
DPAT派遣
○県外大規模災害
発生時のＤＭＡＴ、
DPAT等医療チー

ムの派遣

○不足した医
薬品等の供給

○感染症の

まん延防止、
衛生指導、
口腔ケア、メ
ンタルヘルス
ケアを適切

に実施　

機
能
の
説
明

・災害発生時
、または警戒
宣言時に開

設
・軽症患者に
対する処置、
必要に応じ
中等症患者

及び重症患
者の応急処
置
・救護病院や
災害拠点病

院との連携　

・中等症、重
症患者の処
置及び受入

れ
・救護所や災
害拠点病院
との連携
・広域医療搬

送への対応

・業務継続計
画等に基づ
き、被災後、
早期に診療
機能を回復　

・他の医療救護施
設で処置の困難な
重症患者の広域

的な受入れ
・ＤＭＡＴ等の受入
れ及び派遣
・救護所や救護病
院との連携

・広域医療搬送へ
の対応

・業務継続計画に
基づき、被災後、
早期に診療機能を
回復

・被災した精神科
病院等の精神疾
患を有する患者

の受入れ
・広域搬送のた
めの 一時的避難
所
・ＤPＡＴの受入れ

及び派遣

・業務継続計画
に基づき、被災
後、早期に診療
機能を回復

・ＳＣＵで活動す
るＤＭＡＴ の受入
れ

・ドクターヘリ等
による災害拠点
病院等からの重
症患者受入れ
・ＳＣＵ での安定

化措置後、自衛
隊機等により重
症患者を広域医
療搬送

・他都道府県や
全国組織への支
援要請に基づく

医療チーム等の
派遣受入れ
・災害医療コーデ
ィネーターによる
医療圏単位の医

療資源需給調整
（保健所長業務
の補完）
・災害薬事コーデ
ィネーターによる

救護所等への薬
剤師の応援の調
整　

【ＤＭＡＴ／DPAT　　
　指定病院】
被災地に迅速に駆

けつけ、救急治療
や精神科医療を行
うための専門的な
訓練を受けた医療
チーム（ＤＭＡＴ／

DPAT ）を保有する
病院　
【応援班設置病院】
県外大規模災害発
生時に医療救護チ

ームを編成するた
めの応援班を 設置
する病院

・災害拠点病
院等の備蓄が
消費された後
の医薬品等の
供給

・災害薬事
コーディネー
ターによる調
整

・市町及び関
係団体との連
携

・感染症のま
ん延防止、
衛生指導、

口腔ケア、メ
ンタルヘルス
ケアを実施
・携行式の応
急用医療資

器材、応急
用医薬品の
準備
・医療チーム
や薬剤師等

との連携
　


